
人口減少下の行政・地方自治分科会（第 26 期、第 6 回） 

議事要旨 
 
Ⅰ 日時・場所 
2026 年 5 月 24 日（日）11 時 50 分～12 時 30 分、中央大学茗荷谷キャンパス

2E06 会議室 
 
 
Ⅱ 出席者  
出雲明子、伊藤正次、入江容子、岩永理恵、北山俊哉、嶋田暁文、城山英明、原

田久、牧原出（あいうえお順、敬称略） 
 
 
Ⅲ 議事 
 
１ 自治体学会との共催シンポジウムについて 
・嶋田連携会員より、自治体学会との共催シンポジウムについての報告があり、

原田分科会長のあいさつを加えて、以下の要領で開催することが決定された。 
 
 「自治体の人手不足～その現状と対応方策～」 
 
 開催日時：2026 年 9 月 13 日（日）13 時 30 分～16 時（オンライン） 
 〈登壇者〉 
 【報告者】 
役重眞喜子（岩手県立大学）「自治体における人手不足の実情とその影響」 
田井浩人（北海学園大学）「採用および退職をめぐる状況と対応方策」 
杉岡秀紀（福知山市立大学）「民間人材の活用（特に兼業・副業）による対応」 
【討論者】 
入江容子（同志社大学、連携会員） 
【司会】 
嶋田暁文（九州大学、連携会員） 
【挨拶】 
原田久（立教大学、連携会員） 

 
・広報に際して必要となるチラシの印刷代等は日本学術会議から支出されうる

旨、確認された。 
 
・今後、実施に向けて原田分科会委員長会員に学術会議に提案いただきご調整い



ただくとともに、嶋田連携会員との間で密な連携を図っていくことが確認され

た。 
 
２ 日本学術会議の動向について 
・城山会員より、日本学術会議の改組に伴う連携会員の選出等に関する見通しに

ついて報告があり、2 期目の北山・牧原両連携会員について、当面は任期を延

長していただく方向性について確認した。 
・今後の日本行政学会共通論題との共催について、日本行政学会の北村亘理事

長、青木栄一企画委員長と緊密に連携していくことが確認された。 
 
３ 第 7 回「人口減少下の行政・地方自治分科会」の会議について 
・上記１の自治体学会との共催シンポジウムの終了後、オンラインで開催する

旨、確認された。 
  

    以上 




